
個 別 注 記 表 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

市場価格のない株式等    

移動平均法による原価法 

リミテッドパートナーシップへの出資持分については、組合契約に規定される決

算報告日における最近の決算書を基礎とし、貸借対照表及び損益計算書について持

分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

② 関連会社出資金 

市場価格のない株式等    

移動平均法による原価法 

 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備について

は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物（附属設備）    8～20 年 

工具器具備品      3～15 年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

商標権          10 年 

自社利用のソフトウエア   5 年 

 

（３） 繰延資産の処理方法 

  ① 株式交付費は支出時に全額費用として処理しております。 

 

  ② 社債発行費は償還期間にわたり、定額法により償却しております。 

 

（４） 引当金の計上基準 



① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しており

ます。 

 

（５） 収益及び費用の計上基準 

売上高及び売上原価 

売上高には、受取手数料、受取利息等を計上し、売上原価には、評価損、貸倒引

当金繰入額等を計上しております。 

受取手数料については、一定の期間にわたる履行義務を充足した時点で収益を認

識しております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

a．ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

   なお、為替予約について、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用し

ております。 

b．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約、ヘッジ対象は投資有価証券であります。 

c．ヘッジ方針 

内規に基づき、主として投資有価証券にかかる為替変動リスクを回避するため、外

貨建投資有価証券の残高の範囲内でヘッジ取引を行っております。 

なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。  

d．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間

において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、両者の変動額等の比率を基礎として判断しております。 

 

２.会計方針の変更に関する注記 

時価算定に関する会計基準の適用指針の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年

６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用

し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算



定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしており

ます。 

   なお、この変更により計算書類に与える影響はありません。 

 

３.重要な会計上の見積もりに関する注記 

  営業投資有価証券、関係会社出資金及び営業貸付金の評価 

 （１）当事業年度の計算書類に計上した額 

（単位：千円） 

勘定科目 当年度計上額 

営業投資有価証券 86,784,275 

関係会社出資金   1,520,699 

営業貸付金 

貸倒引当金 

6,328,168  

△4,551,318 

 

 （２）識別した項目に係る重要な会計上の見積もりの内容に関する情報 

 投資先の財政状態、直近の事業環境とそれを反映させた事業計画等により、営業投資有

価証券及び関係会社出資金の評価においてその実質価額が著しく低下した場合には実質価

額の回復可能性を見積もり、営業貸付金の評価においてその回収可能見込額を見積もって

おります。 

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があ

り、投資先の事業計画等の見直しが必要となった場合、計算書類に重要な影響を与える可

能性があります。 

 

４. 貸借対照表に関する注記 

（１）顧客との契約から生じた債権 

流動資産「その他」のうち顧客との契約から生じた債権の金額は1,260千円でありま

す。 

 

（２）担保に供している資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

（単位：千円） 

勘定科目 当年度計上額 

営業投資有価証券（*1）   6,009,300 

（*1）ORIENT LINK PTE.LTD.の借入金の枠に対して同社株式を担保に供しております。 

 

（３）保証債務 



完工保証   6,009,300千円 

 

５. 損益計算書に関する注記 

顧客との契約から生じる収益の金額は、他の収益と区分表示しておりません。当事業

年度における顧客との契約から生じる収益の金額は、5,040千円であります。 

 

６. 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式                1,746,140 株 

 

７. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

未払事業税                     87,078千円 

貸倒引当金         1,393,613千円 

賞与引当金                      10,406千円 

未払金        4,503千円 

未収利息                       33,297千円 

営業投資有価証券評価損              299,775千円 

営業投資有価証券換算差額     5,360千円 

投資損失引当金      281,633千円 

営業貸付金      674,000千円 

その他流動負債       18,350千円 

繰越欠損金                    2,038,306千円 

その他                        4,328千円 

繰延税金資産小計                  4,850,648千円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額       △2,038,306千円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額   △2,812,342千円 

評価性引当額小計                 △4,850,648千円 

繰延税金資産合計                     － 千円 

 

 

   繰延税金負債 

    営業投資有価証券                4,265,516千円 

営業貸付金                      283,963千円 

その他流動資産       10,787千円 



   繰延税金負債合計                 4,560,266千円 

 

８. 金融商品に関する注記 

（１） 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構法に定められた支援基準に基

づき、投資活動を行っております。投資活動を行うための資金需要については、自

己資本や政府保証債の発行などによって調達することとしております。 

資金運用については、資金の流動性及び安全性を確保するため、短期的な預金や

有価証券(譲渡性預金)に限定し運用を行うこととしております。 

デリバティブ取引については投機的な取引は行わない方針です。 

 

② 金融商品の内容及びリスク 

営業貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業投資有価証券は、主に非上場株式であり、発行体の信用リスクに晒されてお

ります。 

 外貨建の営業貸付金、営業投資有価証券及び関係会社出資金は、為替リスクに晒

されております。 

 社債は、投資先への出融資資金として発行期間10年・固定利率・元本一括返済の

条件で発行しております。 

  デリバティブ取引は外貨建取引に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とし

た為替予約取引を利用しております。 

 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ. 信用リスクの管理 

当社は、営業貸付金については、投資先企業の経営状況を随時かつ定期的に

モニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。 

営業投資有価証券については、投資先の経営状況を随時かつ定期的にモニタ

リングし、財務状況の悪化、事業計画の遅延等の早期把握に努めております。 

 

ロ. 資金調達に関する流動性リスクの管理 

当社は、入出金の情報を確認し、定期的に資金繰表を作成することによって

流動性リスクを管理しております。 

 

ハ. 外貨建の営業貸付金、営業投資有価証券及び関係会社出資金の為替リスクの



管理 

  当社は、外貨建の営業貸付金、営業投資有価証券及び関係会社出資金につい

ては、継続的に為替変動のモニタリングを行っております。 

  デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた為替リスク管理

規程、為替リスクヘッジ商品導入原則に基づき、取締役会、為替委員会の承認

を経て取引を行っております。 

 

④ 金融商品の時価等に係る事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が得られない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。 

 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

令和5年3月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりとなっております。なお、市場価格のない株式等は、次表には含め

ておりません。 

（単位：千円） 

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

営業貸付金 

貸倒引当金(*1) 

6,328,168 

△4,551,318 

6,328,168 

△4,551,318 

－ 

－ 

資産計 1,776,850 1,776,850 － 

社債 20,000,000 19,960,261 39,738 

負債計 19,975,300 19,935,562 39,738 

デリバティブ取引

(*4) 

（24,699） （24,699） － 

 （*1）営業貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（*2）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（*3）貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資は、「時価の算定に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-

16項に定める取り扱いに基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

（*4）デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については、（ ）で示しております。 

 

(注１)金融商品の時価の換算方法に関する事項 

①  営業貸付金 

営業貸付金は、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される利率で



割り引いて時価を算定しております。 

 

②  社債 

社債は、元利金の合計額を、新規に同様の社債を発行した場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により時価を算定しております。 

  

(注２)市場価格のない株式等と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区 分 貸借対照表計上額 

営業投資有価証券 86,784,275 

関係会社出資金 1,520,699 

 

(注３)金銭債権の決算日後の償還予定額は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

区 分 １年以内 
1 年超 

5 年以内 

5 年超 

10 年以内 
10 年超 

営業貸付金 － － 1,389,584 － 

貸倒懸念債権等については、返済期日を明確に把握できないため、償還予定額には含めて

おりません。 

 

(注４)社債の決算日後の返済予定額は以下のとおりです。        

（単位：千円） 

区 分 １年以内 
1 年超 

5 年以内 

5 年超 

10 年以内 
10 年超 

社債 － － 20,000,000 － 

 

９. 関連当事者との取引に関する注記 

役員及び個人主要株主等 

属性 会社等

の 

名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 

（千円） 

科目 期末残

高 

（千

円） 

主要株

主 

財務大

臣 

被所有直接 

97.26％ 

出資金の受

入 

債務被保証 

出資金の受入(注１) 

社債に対する債務被保証

（注２） 

21,030,000 

20,000,000 

－ 

－ 

－ 

－ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 



(注１) 出資金として、１株につき50,000 円の払込みを受けたものであります。 

(注２) 当社は、社債に対して債務保証を受けており、取引金額は期末社債未償還残

高（額面）を記載しております。なお、保証料の支払は行っておりません。 

 

１０. １株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                    48,227 円47 銭 

１株当たり当期純損失金額（△）             △1,020 円55 銭 

 

(注１)１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当期純損失（△）                    △1,502,787 千円 

普通株主に帰属しない金額                      ― 

普通株式に係る当期純損失（△）             △1,502,787 千円 

普通株式の期中平均株式数                  1,472,533 株 

 

１１. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 


